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問題の所在
　ソーマーメイヤー（W．H．Somermeyer）は，「労働所得の分配と一般市場モデル」という論稿において，
質の変化を伴う労働の需給量が労働所得の分配にどのような影響を与えるのか，こうしてまた市場関係
者たち’の報酬が労働市場のメカニズムを通して一体どのように決定されるかを追尋し，いろいろな質の
労働供給と労働需要の関係によって決まる所得分配の理論的な枠組みを提供した。市場のメカニズムを
通して決定される報酬を労働の質に対応させて議論するところにかれのモデルの大きな特徴がみられる。
かれは，所得決定の代表的な要因として，知識・年齢・教育などの外生的な変数をモデルの中に組み入
れた。
　ソーマーメイヤーは，理論的なモデルの枠組みを構築するに際して，以下のような仮定や制約条件を
設けて出発する。すなわち，
（1）労働市場における「関係者」の最適化行動。
②　労働所得だけに限定する。
（3）労働市場の需給面における選択の自由。
（4）労働市場の需給面における完全競争。
（5）企業売上高は賃金率から独立である。
（6）賃金率と生産性と費用とのあいだの関係は無視する。
（7）情報や摩擦の不足による市場の不完全性は存在しない。
（8）労働市場の不均衡は存在しない。
⑨　静態的な行動方程式。
（10｝決定論的な諸関係。
（11）個別的な市場行動様式。
☆政治経済学部教授
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㈱　部分的・閉鎖的な労働市場モデル。
　このようなモデルの制約条件や仮定はこれを緩めることによって，モデルの拡充もまた図られるもの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　K
としてよい。
　ソーマーメイヤーは，上記の前提条件に立って，経済活動をしている人々のあいだで，かれらの報酬
がかれらの提供する労働の質に対応してどのように変動するか，それが一体どのように労働市場のメカ
ニズムを通して決定されるかを概説した。ソーマーメイヤーは，既述の問題意識に基づいたかれの理論
的な展開の試みの大部分が，ティンベルゲン（1956）が敷延した所得分配理論に負うところが大きいと
述べている。とくに，下記に設定したモデルにおいて，（潜在的な）労働者の労働供給の行動様式は大半
はティンベルゲンに依拠したものといわれる。いくつかのモデルは，幾分圧縮し単純化しているが，労
働市場の需要側は多少精緻な方法で取り扱われる。潜在的な労働の提供者と同じように，企業は，潜在
的な使用者として，効用関数を極大化するものと仮定される。これは長期の利潤関数と見倣され，場合
によっては危険や不確実性を挿入して修正されるものとしてよい。企業はまた，企業自身の便益から，
（潜在的な）雇用者の最適化行動を考慮して行動するものといってよい。
　ソーマーメイヤーは，それぞれ需要側と供給側を分析したうえで，均衡条件と関係した市場の両側面
を取り扱い，最後に，外生変数の変化がどのように（労働の）所得分配に影響をおよぼすかを明らかに
する。その際，労働所得の分配を修正する副次的な目的として，租税変数が特別な道具として意味をも
つことになる。本論文の分析の狙いは，ソーマーメイヤーの所説にしたがって，今後「労働の異質性に
関する所得分配の市場分析」を論究するための手掛かりを得ることにある。
1　労働市場の分析
（1）労働需要方程式
　意思決定主体としての雇用者（従業員）と使用者（企業）は，投入物（労働）と産出物の需要者なら
びに供給者と見倣されるが，記号の左側と右側にそれぞれ添字で示しておいた。また，仕事」，知識k，
年齢m，教育1などの要因は，記号の右側に添字をつけて表し，点・の添字は文字添字の集計を示してい
る。単純化を期して，時間の添字は取り除いてある。集計は問題の添字の範囲全体におよぶ。すべての
変数は特定の期間に連結しているものと想定する。“縮小した”ないし“凝集した”関数には，すべて記
号～をつけて表している。
　企業hの利潤方程式はつぎのように書くことができる。すなわち，
　　　　　叫＝Vン置一Dh　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
である。nh　：利潤，　Vh＝付加価値，　Dh＝直接労働費用である。直接労働費用は，つぎのように定義さ
れる。
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　　　　　Dド多習多〃綱肋　　　　　　②
　η姻“1は，企業h（1，＿，H）が仕事j（＝1，＿，J）を遂行するのに必要とされる知識水準k（k
＝1，．．．，K），教育水準1（1＝＝1，．．．，L），年齢m（m＝1，．．．，M）などの要素をもった労働量を表す。
Pjklmはnhjklmに対応する報酬率にほかならない。これはすべての企業hにとって同一であると仮定され
る。付加価値Vhは1つぎのように定義する。
　　　　　Vh＝Rh－Oh　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
Rhは収益を示し，　Ohは労働と直接的に結びつかないが，間接的に関係する運転費である。　RhとOh
は労働力の規模と構成，同様にまた生産関数にしたがって雇用者（従業員）が成し遂げる種々の仕事に
も依存する。付加価値は，
Vh一?ｲ1，…，nbjklm　，…，nhJ。、“） （4）
である。ただし，
　　　　　鵡〉・
であり，すべてのh，jにとって，
　　　　恭〉器
である。また（k’，1’，m’）〉1（k，1，in）である。
　利潤極大化の一次の条件は，すべてのh，ノ，k，1にとって，次のように示される。すなわち，
　　　　　舞一鵡一隔一発多多矯％一一・
であ・・報酬が非負であ・ためには（Pjklm≧・）・次の不等式幟立しなければならない・すなわち，
　　　　　荒》発習知・脚励・〉一・
である。
　労働供給の行動様式を特定化する場合，仕事に関する相違は一切もうけない。その場合，添字jとj
の集計は，省略されるものとしてよい。どちらかといえば，企業は，潜在的な雇用者（従業員）にある
特定の仕事jを割り当てるには，最低水準の勾，Lj，鞠が達成されていることを要求するはずである。雇
用者には最大限の特性kj，lj，mjの一つ以上がついている場合もあれば，ある特性については不足，いま
一つの特性については過剰というように，これらの特性のあいだに相互補完が許されてもよいはずであ
る。記号式で表せば，Pj（k，1，m）〉．　Ejということになる。のはk，1，mの単調な増加関数といえる。
利潤極大化の条件から，企業hにとって仕事jを遂行するために特殊な能力を持つ労働者の人数は，HJKLM
の需要方程式によって書き表すことができる。すなわち，
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　　　　nhjklm．＝、nhjklm（Pllil・…，PJKL〃）
労働に対する総需要は，つぎのように与えられる。
（5）
　　　　　n．jki．　＝　E　nhjki“1＝n．jklm（P　l　l　l　l，…，PJκLM）　　　　　　　　　（6）
　　　　　　　　　h
　仕事の相違が除かれ，また雇用者の遂行する仕事にかかわりなく，もっぱら能力にしたがって報酬が
支払われる場合には，1㌃肋＝　Pktn、である。したがって，上の式は，簡単に，つぎのように書き表すこと
ができる。すなわち，
　　　　　n．klm　＝　n．kl．1（ρ111，…，ρκL〃）　　　　　　　　　　　　　　　（7）
　これに対して，人々の能力が仕事の必要条件を満たすものと想定して，遂行した仕事の型にしたがっ
てもっぱら報酬が支払われるとすれば，以下の式が成立する。
　　　　　Pjktm’°　Pj　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）
　この場合，（k，’，m）〉1（些，ム皿）である。仕事jを遂行するための労働需要は，
　　　　　n．j一ΣΣΣπ勲ψ1，…，PJ）請ル1，…，P、）　　　　（・）
　　　　　　　　k＞亙1＞L　m　〉．tt！．
　π」は，n．jklmの「凝集した」関数であり，JKLMの賃金率PjklntがJの賃金率乃で置き換えるときに生ず
る。労働需要に対するいろいろな型の関数のどれが適切であるかは，労働供給の特定化しだいで決まる
ものとしてよい。
2．労働供給方程式
　潜在的な労働提供者の効用関数は，次のように示される。
　　　　　，ω＝itu　（i　y－；inr，…，inJ；ik，il，im；1k，，L，，tz1，，…，k，，Lノ，　t！！　J♪㈹
　i＝1，＿，1である。個人iにとって，実現した効用水準は，ωで表される。irは純所得受領額である。　inノ
は仕事jにおいて供給された労働量であり，ik，　il，　imはそれぞれ個々人の知識・年齢・教育の特性水
準を表す。潜在的な労働の提供者は，すでに最善の選択をしているので，自分が働く労働環境や企業に
対して無差別であ・・仮定す・・ここで・貨幣所得の限界効用はプラス（挫＞o）であり・労鰍給の
限界効用はマイナス儲・・）であると仮定され・・
　ソーマーメイヤーは，ティンベルゲン（1956）の理論を拡張して，各人の能力水準ikはもとより，仕
事jの特質から，最小限度の必要条件勾を導入し，モデルを敷延した。　純労働所得iY一と総労働所得iY
とのあいだに，制度的な要素（租税，移転所得）を考慮にいれて，次のような方程式で示される。すな
わち，
　　　　　iy－＝・i　Y－　iτ（，γ）　　　　　　　　　　　　　　ω
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　純労働所得，y一は，総労働所得iYから直接税を差し引き，移転所得を加えたものである。　iτ（iγ）は，　iY
に対する純課税額であり，これは結婚歴，年齢，性別などの個人の特性，ならびに課税の大小，所得構
成などによる課税所得の変化とともに変わるものといえる。
　個人iの総所得勘定方程式は，つぎのように書くことができる。
　　　　　iY・・iB＋iA　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（m
　労働所得iBはつぎのようにあたえられる。
　　　　　’B＝Σ，ηノ，Rノ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲
　　　　　　　　ノ
　iPノは仕事jの働きに対する報酬である。　iAは年金を表し，現行の個人資産と計画した退職資産との差，
つまりiV」Vo－i　VV，Tとして表示される。　iTは個々人の平均寿命であり，個々人の年齢や性別によって異な
るものとしてよい。
　労働供給による効用水準の最大化の問題に対する最適解，ηノは，報酬率iPノや外生変数によって決まる。
すなわち，
　　　　　，nノ＊＝inj＊（，Pl，…　，〃ノ；，A；，k，，’，，〃1；左，，L，，t！11，．．．，左ノ，ム」，塑L，；μα）（④
　μαは租税関数パラメーターを表し，課税に関連する各人のいろいろな特性の組合せCi（年齢，性別，
結婚歴）に従って変化するものと考えられる。
　個々人の特性を表すk，1，〃1の水準だけが報酬を決定し，また個々人の選好が労働の種類よりもむしろ，
熟練に対する報酬だけに依存するとすれば，モデルはもっと単純なものになるものとしてよい。この場
合，効用関数はつぎのように圧縮されるはずである。
　　　　　，ω＝，ω（i　y－；in）　　　　　　　　　　　　　　　as
ただし，in＝Σノinノ（iの総労働供給）である。労働所得iBは簡単につぎのように表される。
　　　　　β「η，μ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲
　こうして，個々人の供給関数は以下のように示すことができる。
　　　　　，n＝，n（，ρ；，A；μα）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱
　仕事jと能力k，　1，mの総供給関数は，適切な集計によって導出することができる。結合分配関数iloint
distribution　function）　1ま，
　　　　　．伽・＝Σ，πノ（Plkt。、，…，PJklnt；iA；kpL，，tz1．，，＿，k∫，　Lノ，　tz1J；μα）
　　　　　　　　　’∈ltkm
　　　　　　　　＝．πノ〃〃・ψ1〃〃…　，ρノ〃n；；A々，“1；左，，L　1，　tu，　1，・・．，些」，乙ノ，」旦ノ；μ々，“，）　⑯
Iktn1は能力尾のπを備えた個人の部分集合を示す。　Aktn1は部分集合1ktmにおける個人iのすべての年金iA
から導いた総年金額である。」“khnはμαから導いた租税パラメーターのベクトル総計である。報酬がk，
1，〃mの精確な値に依存しないとすれば，つまり仕事の最小限度の必要条件が満たされれば，（7）式は当ては
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まり，その場合，
　　　　　．nj’＝ΣΣΣ．πノ々1。、（ρlklm，…，PJktm；Aktm；k，，∠1，辺1，…，　k，，　L，，　t！1，；μ“，。）
　　　　　　　　k＞kj’＞LJ　m＞鞠’
　　　　　　　＝．πノ（Pl・…・PJ；A；kpL，・旦1・…・112　，・　L」・tZ1J：μ）　　　　ce）
である。AはAktmの総計であり，（k，1，m）〉1（左ノ，　Lノ，辺ノ）の関係が成立している。μは」Uklntのベ
クトル総計である。
　仕事による相違は一切ないが，能力の組合せだけで区別がつけられているとすれば，総労働供給関数
はつぎのようになる。すなわち，
　　　　．nk，m’＝　nk，lll（Pklm；Ak，“1；μ〃η♪　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲
である。労働供給は，質による顕著な相違がみられ，労働の質は外生的と考えられる。この場合nktnl
は所与である。
3．労働市場の均衡と結合分配
（1）労働市場の均衡
　労働市場が均衡状態にあるものと仮定すると，つぎのような方程式が得られる。すべてのj，k，1，　mにとっ
て，
　　　　　”．ノkl，。ニ．・nklnt　　　　　　　　　　　　　　　　　（21）
であり，（6）と㈹を等しいとおけば，
　　　　　Pjk，”、＝Pjkl“t（Akl冊t；左藍，L，，～篁1，・・り左」，ム」，　U1　J；lttklm）　　　　　　　　　｛22）
となる。あるいはすべてのjに対して，
　　　　　n．ノ＝．罷i　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲
であり，（9）と（19）を等しいとおけば，
　　　　Pj－Pj（A；k，，L，，璽1，…，k、，∠、凸；μ）　　　　　（・・）
となるか，あるいはすべてのk，1，mに対して，
　　　　　n．khn＝．nklln　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲
であり，（7）と㈲を用いれば，その結果
　　　　Pklnt＝Pktnl（Akbn；iUklnt）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲
となる。．nktnlが所与とすれば，つぎの方程式が得られる。
　　　　P、，m－P、，ni（．・111，＿1．nκ。M；Ak，，。；μ“，。）　　　　　　（27）
　「数量」と「価格」に対応する関係式⑳㈱は，ともに労働市場の「誘導形」方程式を表し，外生変数
で表示した内生変数の決定関係を明示的に表している。
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②　所得分配のメカニズム
　ここで一般的な賃金率の定式㈱伽）㈲を個々人に適用すると，
　すべてのi∈Iklmに対して，
　　　　　iP一Pjktm　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱
であり，すべてのi∈Iklmに対して，
　　　　　’P　　＝　　Pklm　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　偉9）
　である。仮にi∈lklmであり，（k，1，m）》（勾，ら，鞠）であれば，
　　　　　iP＝Pj　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹
　以上の賃金率の関係が，injやinを決定するために，個別の供給関数に挿入され，　iBの値が導出され
ることになる。iBの定義式から，分配は遂行した労働量と労働一単位当たりの報酬との結合分配によっ
て決まることが分かる。
4．外生変数の変化と労働所得の分配
　外生変数（パラメーター，ないし「操作変数」）あ（θ＝1，＿，0）は，原則的に，需要方程式と供給方
程式の双方に影響するものと想定する。そこで，労働の需要と供給に及ぼす外生変数の影響は，次のよ
うに示されるものとしてよい。すなわち，
1＞．z＝遅λ＋1里み
　A．Nz＝．Nz＋．rip　Pz
（31）
（32）
ただし，Bl）式と働式の右辺の項は，λの変動が価格の変化を通して与える直接的・間接的な影響を表す。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　r　均衡を維持するために，λの変化は労働の需要と供給とに等しく影響するので，
　　　　　ノVλ＝．Nz
等式㈱，B2），㈱を結びつけると，
　　　　　Pz＝［N．P－．rip］－1（．Nz一亙λ）
となる。［亙p－．np］は非特異マトリックスである。
（33）
㈱
λの変化が与える影響は，賃金率よりも（各人の）賃金額にとって一層興味深いものになるであろう。
　　　　iB「nPklm，　i∈1klm　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岡
こうして，以下のような単純な関係式が得られる。
　　　　　．Bλ　＝P．1＞z十ri　Pz
　　　　　　＝＝P．Nz＋（P．　rip＋ri）Pz
　　　　　　＝P．Nz＋（P．riP＋ri）［N．　P－．rip］－1（．　Nz－〈1λ）　　　　　㈹
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ただし，pと’iは主対角線上にベクトル元素pとn（＝．n＝n，）をもつ対角マトリックスを示す。
　労働市場の一側面にだけ直接影響するこれらの変数にとって，BS）式は，1ゾλや，1＞zを取り除けば，幾分
単純化されるはずである。こうして，所得税率だけが市場の供給面に影響をおよぼすので，μの変化が
労働市場に与える効果はつぎのように表すことができる。
B、一｛P＋（P．ri，＋の［N．，　一．ri，］－1｝．凡 （37）
　総じて，B6）式の渦巻き型のカッコのあいだにある大部分のマトリックス元素は，産出量の調整を通し
た可能な効果を無視すれば，プラスの場合もあればマイナスの場合もあるが，種々様々な労働の質に対
する需要が価格に関して多少弾力的であるかどうかに左右されるだろう。どちらかといえば，プラスの
場合の公算が大きいようにおもわれるから，．Bμの元素はこれに相応する．NPtの元素と同じ符号をもつ傾
向がある。
　μというパラメーターの存在は，累進的な租税制度のもとで，不十分な賃金しか支払われない等級で
は労働供給を増やす傾向をおびるのに対して，より高い賃金水準では労働供給を減少させることになる
ので，租税制度の累進性の上昇は労働所得の分散を引き下げるのに役立つはずである。
　教育機会の変化が，学歴に関係した報酬水準がかなり違った仕事に対して，どのような影響を与える
かを追跡することは困難を伴うものといってよいであろう。教育水準の変化が，例えば低い給与水準の
仕事と高い所得水準の仕事とのあいだに存在する労働供給の隔差を少しでも引き下げることになれば，
これは労働所得の分散を小さくさせることになるであろう。また，技術の進歩は高度に発展した知識と
熟練や技能の大きさを増大させることになるが，単純な人為的な作業が自動化されると，不熟練労働の
ニーズが低下するから，不熟練労働に比べて，熟練労働には以前よりも高いプレミアムがあたえられる
ことになる。したがって，このこと自体が労働所得の分散を増大させる結果となる。
　ソーマーメイヤーの見解によれば，労働の質としての教育は所得を平等化するのに対して，高度な知
識，質を必要とする技術の進歩は所得の不平等化をもたらすことになるといえるであろう。
結語
　ソーマーメイヤーの共通の仮定として，教育，年齢，知識などいろいろ違った特性をもつ人々が，市
場経済では同一の賃金を得ていることである。ワイントゥラウプによれば，各人は能力の点で相違して
いるにもかかわらず，報酬が一様な尺度で支払われるものと見倣していることである。それは，かなり
広範な集団のおのおのの構成員があたかも能率の点ではみな一様に同じであるかのように取り扱われ，
彩しい数の労働者を一括した，集団的な賃金交渉が行われている事実を背景にした見解なのである。実
際に，労働が能力や性別や年齢に関する労使の協定に立脚した経験的な基準により，等級がつけられ報
酬が支払われるという観念である。
　ケインズは，労働供給の同質性の仮定に関して，個々の労働者の特殊な熟練や，異なった職業に対す
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る彼等の適性に大きな差異があるという明白な事実によって覆されることはないと述べ，その理由とし
て労働者の報酬が彼らの能率に比例的であるなら，これらの差異は，個々人が彼らの報酬に比例して労
働供給に貢献しているとみなすことによって，処理されるからであると論じた。
　ソーマーメイヤーの論究の仕方には，労働の質を問題にしながら，一般的な労働市場における需給方
程式を取り扱うところにある。今後の課題として，かれ自身も究明しようとしているように，いろいろ
な制約条件のもとで，モデルの拡充を含めて，不完全市場，不確実性，不均衡市場などを組み込んだモ
デルの修正はもとより，情報技術の進歩がもたらす影響にも論及することが必要であろう。
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